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第１章  計画策定にあたって 

 計画策定の背景と目的   第1節

わが国では、高度経済成長期に多くの公共施設・インフラ（以下「公共施設等」と

いう。）が整備されてきましたが、近年は公共施設等の老朽化が進行し、今後、一斉に

大規模改修や更新の時期を迎えます。 

一方、財政面では生産年齢人口の減少等による税収の減少や高齢化に伴う扶助費の

増加等、厳しい財政状況が予測される中、公共施設等の大規模改修や更新における財

源の確保は困難となるおそれがあります。 

さらに、少子高齢化の進行による人口構造の変化に伴う公共施設等の施設ニーズの

変化等、公共施設等を取り巻く状況への対応は全国的な課題となっています。 

本市においても、今後さらなる少子高齢化の進行が見込まれるとともに、財源確保

の問題や、公共施設等の老朽化対策等、さまざまな課題を抱えています。 

こうしたことから、本市が保有する公共施設等の全体状況を把握するとともに、本

市の公共施設等を取り巻く状況及び将来の見通し等を分析し、将来にわたって持続可

能な行政サービスが提供できるよう公共施設等の管理に関する方針等を定めた「徳島

市公共施設等総合管理計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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 計画の位置付け   第2節

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、平成 26 年 4月に各自治体

に対して平成 28年度中の策定が要請された行動計画に当たるものです。（図 1-1） 

また、「徳島市行財政力強化プラン 2014」における「公有財産の計画的な維持管理」

の取り組みのひとつである、施設管理の基本指針として位置付けています。 

なお、今後、個別施設計画等を策定する際には、本計画に定める方針等に則して策

定するものとし、また、既に策定済の個別施設計画等についても、本計画との整合が

図られるよう必要に応じ適切な見直しを行います。 

 

図 1－1：計画の位置付け 
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 対象施設   第3節

本計画では、公営企業も含めた本市が保有する公共施設等を対象とします。 

なお、本計画においては総務省が策定にあたって活用を推奨する「公共施設等更新

費用試算ソフト」※1において示されている分類を参考とし、公共施設等の施設類型を以

下のとおり分類しています。（表 1-1） 

 

表 1-1：対象施設及び分類 

区分 施設類型 施設名称例 

公 

共 

施 

設 

市民文化系施設 コミュニティセンター、公民館等 

社会教育系施設 
動物園、植物園、徳島城博物館、青少年交流プラザ、図書館、 

教育集会所等 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 
陸上競技場、体育館、体操センター、Ｂ＆Ｇ海洋センター、 

球技場、阿波おどり会館、眉山ロープウェイ、スポーツセンター等 

産業系施設 中央卸売市場、食肉センター、木工会館等 

保健・福祉施設 
生涯福祉センター、デイサービスセンター、社会福祉センター、 

隣保館、老人ルーム等 

医療施設 市民病院、夜間休日急病診療所 

行政系施設 
本庁舎、支所、分庁舎、消防署、分署、出張所、分団詰所、 

水防倉庫、防災資材倉庫等 

公園 公園（管理事務所、便所等）等 

その他の施設 駅前自転車駐車場、放置自転車保管所、葬斎場、倉庫等 

学校教育系施設 小学校、中学校、市立高校等 

子育て支援施設 幼稚園、保育所、学童保育会館、児童館等 

公営住宅 市営住宅 

供給処理施設 東部・西部環境事業所、し尿処理施設、汚水処理施設等 

イ
ン
フ
ラ 

道路・橋梁 道路、林道、橋梁等 

上水道 管路、浄水場、配水場等 

下水道 管きょ、中央・北部浄化センター、排水機場、ポンプ場等 

  

                                                
※1   詳細については、一般財団法人地域総合整備財団のホームページに記載されています。 

http://management.furusato-ppp.jp/?dest=info 
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第２章  公共施設等の現況及び将来の見通し 

 人口推移と将来展望   第1節

本市の総人口※2は、平成 7（1995）年の 26.9 万人をピークに、平成 27（2015）年に

は 25.9 万人へと減少しています。総人口は、何ら対策を講じなかった場合、今後も減

少し続け、平成 67（2055）年には 16.7 万人まで減少することが見込まれます。（図 2-1） 

年齢階級別の人口動態をみると、平成 67（2055）年には平成 27（2015）年と比較し

て、年少人口（0～14 歳）が 3 万人から 1.4 万人へと 50％以上、生産年齢人口（15～

64 歳）が 15.5 万人から 8.1 万人へと 40％以上減少するのに対し、老年人口（65 歳以

上）は 7.3 万人のままで横ばいであることから、少子高齢化の進行が見込まれます。 

なお、「徳島市人口ビジョン※3」（以下「人口ビジョン」という。）においては、人口

の将来展望として、平成 72（2060）年に 24 万人超の人口を維持することを掲げていま

す。 

図２-１：人口推移と将来推計 
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※ 端数処理の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります（以降の図においても同様）。 

  

                                                
※2   2010 年までの実績値は各年 10 月 1日時点の国勢調査人口、2015 年以降は、国立社会保障・人口問題研究所（以

下「社人研」という。）の推計に準拠した推計値を示しています。 
※3   本市の人口の将来展望と、今後目指すべき将来の方向を示したものです。 

人口ビジョンで掲げた人口の将来展望を実現するため、「徳島市まち・ひと・しごと創生総合戦略（徳島市未来

チャレンジ総合戦略）」を策定し、取り組む施策の基本的な目標や方向性を示しています。（平成 27 年 12 月策定） 
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 財政状況の推移と現状   第2節

1 歳入の推移 

普通会計※4における過去 10 年間の歳入総額は、平成 17（2005）から平成 20（2008）

年度までおおむね 800 億円台後半でしたが、平成 21（2009）年度以降は 900 億円台で推

移しています。（図 2-2） 

歳入総額増加の大きな要因は、「依存財源※5」の割合が平成17（2005）から平成20（2008）

年度までおおむね 40％前後でしたが、リーマンショックに伴う国の経済対策等（国庫支

出金の大幅な増加）により、平成 21（2009）年度以降は 40％台後半（400 億円台）で推

移しているためです。また、「自主財源※6」の多くを占める地方税収入は、歳入総額の 40

～50％程度（400 億円台前半）で推移しています。 

 

図２-２：歳入実績及び内訳 
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※4   普通会計：徳島市の普通会計は、一般会計と奨学事業・土地取得事業・住宅新築資金等貸付事業の 3つの特別会

計で構成されています。 
※5   依存財源：国や県から交付される財源や借金等のこと（地方交付税、国・県支出金、地方債等） 
※6   自主財源：市自らの権限で得ることができる財源のこと（地方税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入

等) 
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2 歳出の推移 

普通会計における過去 10 年間の歳出総額は、おおむね 800 億円台後半から 900 億円台

前半で推移しています。（図 2-3） 

歳出の内訳をみると、歳出総額に占める義務的経費比率※7はおおむね 50％台後半で推

移しています。義務的経費のうち、平成 17（2005）から平成 26（2014）年度までの 10

年間に、定員適正化等の行財政健全化の取り組みによって、人件費及び公債費はおおむ

ね 10％程度減少してきましたが、扶助費は毎年増加傾向にあり、177 億円から 279 億円

へと 60％程度増加しています。 

 

図２-３：歳出実績及び内訳 

205 216 211 207 197 190 197 184 179 182 

177 180 191 193 205 248 256 262 267 279 

104 101 103 101 99 
100 99 98 92 93 76 84 72 63 

113 68 69 80 91 
96 100 88 88 85 

91 92 
99 96 96 

102 
41 52 39 48 

86 
49 

50 50 48 
47 153 146 148 154 

155 
159 148 148 151 

154 
856 868 

852 851 

946 
907 

918 918 924 
954 

0

200

400

600

800

1,000

H17

2005

H18

2006

H19

2007

H20

2008

H21

2009

H22

2010

H23

2011

H24

2012

H25

2013

H26

2014

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費等 物件費 補助費等 その他経費

義務的経費
（億円）

 

 

 

  

                                                
※7   義務的経費比率：職員の人件費、社会保障や福祉等に充てられる扶助費、将来に返済義務がある公債費（借金）

等、歳出が義務付けられている費用が、歳出全体に占める割合を指しています。 
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3 公共施設及びインフラにおける整備費の推移 

（1）  公共施設 

平成 22（2010）から平成 26（2014）年度までの普通会計における普通建設事業費

のうち公共施設整備費※8は、22.3 億円から 56.2 億円へと 2.5 倍に増加しています。

（図 2-4） 

また、市民病院や中央卸売市場、食肉センター等の企業会計や特別会計における

過去 5年間の公共施設整備費※9は、1.4 億円から 2.8 億円の間で推移しています。 

 

図２-４：公共施設整備費の推移と内訳 
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※8   普通会計の公共施設整備費は、過去の決算統計の普通建設事業費の内訳のうち、「総務費、民生費、労働費、商工

費、土木費（住宅）、消防費、教育費」の合計金額としています。なお、本市が保有する公共施設（建物）の整備

費のみを比較するため、土地の購入に係る用地取得費や、国や県が実施する事業（直轄事業費等）への支出を除い

ています。 
※9   特別会計及び企業会計の公共施設整備費は、各会計別の決算の内訳のうち、「徳島市食肉センター事業特別会計の

各年度の工事請負費」、「徳島市市民病院事業会計及び徳島市中央卸売市場事業会計の各年度の建設改良費」の合計

金額としています。 
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（2）  インフラ 

平成 22（2010）から平成 26（2014）年度までの道路・橋梁、上水道、下水道のイ

ンフラ整備費※10は、普通会計、企業会計（上水道）、特別会計（下水道）を合わせる

と 48.3 億円から 57.9 億円の間で推移しています。（図 2-5） 

 

図２-５：インフラ整備費の推移と内訳 
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※10   道路及び橋梁の整備費は、普通会計の決算統計の普通建設事業費の内訳から、「土木費（道路・橋梁）」の合計金

額としています。上水道及び下水道の整備費は、各会計における建設改良費のうち工事請負費の実績としています。 
     なお、本市が保有するインフラの整備費のみを比較するため、土地の購入に係る用地取得費への支出を除いてい

ます。 
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 公共施設等の現況と課題   第3節

1 公共施設等（建物）の保有状況及び年度別整備状況 

（1）  公共施設等（建物）の保有状況※11 

本市が保有する公共施設等（建物）は、延床面積の合計が 93.3 万㎡となっていま

す。（図 2-6） 

内訳をみると、学校教育系施設が27.6万㎡（29.5％）、公営住宅が25.4万㎡（27.2％）

と、延床面積全体の 56.7％を占めています。 

学校教育系施設及び公営住宅が公共施設の延床面積全体に占める割合は、他の県

庁所在都市においてはおおむね 40～60％程度※12となっており、本市の割合も他の県

庁所在都市と同程度となっています。 

また、施設数では、市民文化系施設、行政系施設、学校教育系施設、子育て支援

系施設で全体の 50％程度を占めています。 

 

図 ２-６：公共施設等（建物）の用途別保有状況 

  

 

  

                                                
※11   平成 26（2014）年度末時点の公有財産台帳等から作成しています。 
※12   総務省「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果」のうち、小学校、中学校、

公営住宅の延床面積の合計が行政財産の面積の合計に占める割合による比較を行っています。 

 http://www.soumu.go.jp/iken/koushinhiyou.html 

　　施設用途（大分類） 施設数 延床面積 構成比

市民文化系施設 50 40,577㎡ 4.3%

社会教育系施設 21 13,488㎡ 1.4%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 21 23,118㎡ 2.5%

産業系施設 16 71,395㎡ 7.7%

保健・福祉施設 25 17,081㎡ 1.8%

医療施設 2 35,333㎡ 3.8%

行政系施設 56 52,312㎡ 5.6%

公園 27 3,019㎡ 0.3%

その他 38 29,996㎡ 3.2%

学校教育系施設 49 275,573㎡ 29.5%

子育て支援施設 99 44,297㎡ 4.7%

公営住宅 36 254,178㎡ 27.2%

供給処理施設 6 23,938㎡ 2.6%

上水道 18 13,757㎡ 1.5%

下水道 49 35,172㎡ 3.8%

合計 513 933,234㎡ 100.0%

市民文化系施設

4.3%
社会教育系施設
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1.8%

医療施設

3.8%

行政系施設

5.6%

公園
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513施設
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http://www.soumu.go.jp/iken/koushinhiyou.html
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（2）  公共施設等（建物）の年度別整備状況 

年度別の整備状況をみると、築 30 年以上経過した施設が 57.5 万㎡（延床面積全

体の 61.6％）を占めています。（図 2-7） 

政令市を除く人口 25 万人以上の自治体における築 30 年以上経過した施設の延床

面積の割合※13は、平均 50.6％となっていることから、本市の公共施設等（建物）は

老朽化が大きく進行しているといえます。 

なお、昭和 58（1983）年度には市役所本庁舎を、平成 13（2001）年度には生涯福

祉センターを建設し、また、平成 19（2007）年度には市民病院を、平成 21（2009）

年度には市立高校を建て替えています。 

 

図 ２-７：公共施設等（建物）の年度別整備状況と類型ごとの築 30 年以上の割合 

 
施設類型 築 30年以上の延床面積 築 30年以上の割合 

市民文化系施設 23,837 ㎡ 58.7 % 
社会教育系施設 3,793 ㎡ 28.1 % 
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 13,218 ㎡ 57.2 % 
産業系施設 36,682 ㎡ 51.4 % 
保健・福祉施設 5,510 ㎡ 32.3 % 
医療施設 0 ㎡ 0.0 % 
行政系施設 45,997 ㎡ 87.9 % 
公園 1,142 ㎡ 37.8 % 
その他の施設 24,378 ㎡ 81.3 % 
学校教育系施設 166,596 ㎡ 60.5 % 
子育て支援施設 27,130 ㎡ 61.2 % 
公営住宅 194,748 ㎡ 76.6 % 
供給処理施設 14,278 ㎡ 59.6 % 
上水道 10,742 ㎡ 80.2 % 
下水道 6,726 ㎡ 19.1 % 

合計 574,777 ㎡ 61.6 % 

                                                
※13   総務省「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果」を引用しています。 

http://www.soumu.go.jp/iken/koushinhiyou.html 
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2 公共施設等（建物）の保有量比較 

一般会計における公共施設等延床面積※14においては、本市は政令市を除く 31 の県庁

所在都市と比較すると 4番目に少なく、市民一人当たり延床面積※15は 3.1 ㎡/人で、5番

目に少なくなっており、施設保有量の面からは大きな課題は見られません。（図 2-8） 

 

図 ２-８：公共施設等（建物）の保有量の比較（一般会計） 
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※14   総務省「公共施設状況調査経年比較表」を引用しています。 http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/index.html 
※15   総務省「公共施設状況調査経年比較表」及び平成 22（2010）年 10 月１日時点の国勢調査人口から算出していま

す。 

http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/index.html
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3 インフラの保有状況及び年度別整備状況 

インフラは、生活及び産業の基盤となるものであり、市民生活や地域経済活動を支え

る欠かせない施設です。主なインフラの保有状況※16及び年度別整備状況は次のとおりと

なっています。（表 2-1、図 2-9、2-10、2-11） 

表２－１：主なインフラの保有状況 

 

 

（1）  道路 

本市では、延長 1,554,964ｍ、面積 7,511,451 ㎡の道路（認定市道）を保有して

います。 

 

（2）  橋梁 

本市では、延長 10,483ｍ、面積 66,635 ㎡の橋梁を保有しています。法定耐用年

数である 60 年を超過した橋梁が、面積全体の 6.2％を占めています。整備後 30 年

以上経過した橋梁が、面積全体の 57.5％を占めています。（図 2-9） 

 

図 ２-９：橋梁の年度別整備状況 

  

                                                
※16   インフラの保有状況等については、平成 26 年度末時点の道路台帳調書、橋梁調書及び徳島市橋梁長寿命化修繕

計画、水道台帳、下水道台帳（特定環境公共下水道を含む。）から作成しています。 
     なお、道路及び橋梁の延長については実延長（総延長から重用区間の延長、未供用区間の延長を除いた延長）を、

上水道及び下水道については総延長を記載しています。 
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（3）  上水道 

本市では、延長 1,159,134ｍの上水道（管路）を保有しています。法定耐用年数

である 40年を超過した管路が、延長全体の 13.8％を占めています。（図 2-10） 

 

図 ２-１０：上水道（管路）の年度別整備状況 

 

 

（4）  下水道 

本市では、延長 362,503ｍの下水道（管きょ）を保有しています。法定耐用年数

である 50年を超過した管きょが、延長全体の 17.7％を占めています。（図 2-11） 

 

図 ２-１１：下水道（管きょ）の年度別整備状況 
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 公共施設等の更新費の推計   第4節

本市が保有する公共施設等と同様の規模を将来にわたって維持、更新し続けた場合

の更新費の推計を行います。 

推計にあたっては、「公共施設等更新費用試算ソフト」を使用しています。 

 

1 公共施設の更新費 

（1）  更新費推計の考え方 

本市が保有する公共施設について、更新年数経過後に現在と同様の延床面積で更

新すると仮定し、延床面積に一定の更新単価を乗じることにより、更新費を推計し

ています。 

なお、施設整備等の事業実施にあたっては、国県等の補助金、交付金や市債等を

活用して整備するため、更新費の全額が本市の負担となるわけではありません。 
 

推計条件 

・築 30 年で大規模改修（改修期間 2年）、築 60年で現在の建物と同規模の建て替え（建

て替え期間 3 年）を行う。 

・築 31～49 年経過の建物については，今後 10年間で大規模改修を行う。 

・築 50～59 年経過の建物については、大規模改修は実施せず、築 60 年で現在の建物と

同規模の建て替え（建て替え期間 3年）を行う。 

・築 61 年以上経過の建物については、今後 10年間で建て替えを実施する。 

・公共施設等更新費用試算ソフトの更新単価を使用する。 

・大規模改修を実施済の施設は、実施状況に応じて大規模改修費を減額する。 

 

（2）  推計結果 

推計条件に基づく試算の結果、今後 40 年間で合計約 3,571 億円、年平均約 89.3

億円が必要との結果になりました。 

これらの更新費や今後の財政状況を考慮すると、今後すべての施設を現状通りに

更新していくことは困難であることから、総量の縮減や長寿命化等の取り組みによ

って、将来の更新費を抑制するとともに、更新時期の調整等、単年度の更新費を平

準化することで市民サービスの維持が図られるよう努めていく必要があります。  
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2 インフラの更新費 

（1）  更新費推計の考え方 

本市が保有する道路・橋梁、上水道、下水道について、更新年数経過後に現在と

同様の面積や延長で更新すると仮定し、それぞれの面積や延長に一定の更新単価を

乗じることにより、更新費を推計しています。 

なお、インフラ更新等の事業実施にあたっては、国県等の補助金、交付金や市債

等を活用して整備するため、更新費の全額が本市の負担となるわけではありません。 
 

推計条件 

・更新年数は道路（舗装）15 年、橋梁 60 年、上水道（管路）40年、下水道（管きょ）

50 年とする。 

・更新年数で、同規模の更新を行う。 

・既に更新年数を経過しているインフラについては、今後 5年間で更新を実施する。 

・上水道及び下水道の建物については、公共施設と同様の考え方で試算する。 

・公共施設等更新費用試算ソフトの更新単価を使用する。 

 

（2）  推計結果 

推計条件に基づく試算の結果、今後 40 年間で合計約 3,514 億円、年平均約 87.9

億円が必要との結果になりました。 

道路や橋梁等のインフラについては、市民生活の利便性や安心安全に深く関わる

資産であることから、長寿命化等の取り組みによって、将来の更新費を抑制すると

ともに、更新時期の調整等、単年度の更新費を平準化することで、適切な維持管理

に努めていく必要があります。 
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第３章  公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

 現状と課題に関する基本認識   第1節

１ 人口・財政・公共施設・インフラにおける現状と想定される課題について 

第 2 章での本市の人口・財政・公共施設等の現状や更新費の推計を踏まえ、「人口」、

「財政」、「公共施設」、「インフラ」の 4 つの視点から、今後の公共施設等の管理におけ

る課題を次のとおり整理します。（図 3-1） 

 

（1）  人口 

本市の総人口は、平成 7（1995）年の 26.9 万人をピークに減少しており、何ら対

策を講じなければ平成 67（2055）年には 16.7 万人となり、平成 27（2015）年の 25.9

万人の約 65％まで減少することが想定されています。 

また、人口構造についても、年少人口が 50％以上、生産年齢人口が 40％以上減少

し、老年人口はおおむね横ばいとなることから、少子高齢化が進行すると見込まれ

ます。 

 

（2）  財政 

本市の財政状況は、歳入総額における 40％以上を国庫補助金等の依存財源に頼っ

ている状況が続いており、自主財源の大半を占める地方税収入については平成 17

（2005）年以降歳入総額の 40～50％程度で推移しています。 

今後は、現在の国の厳しい財政状況を考えると国庫補助金等の大幅な増加は見込

めず、中長期的な生産年齢人口の減少等による地方税収入の減少や、老年人口の増

加に伴う扶助費の増大が想定されることから、財政規模の縮小や必要な財源の確保

が困難となるおそれがあります。 

 

（3）  公共施設 

公共施設全体での延床面積や、市民一人当たり延床面積は他の県庁所在都市と比

べて少なく、現状では保有量の面から大きな課題はないものの、今後の人口減少や

少子高齢化の進行により、施設ニーズ（量）の減少や施設ニーズ（質）の変化が生

じることが考えられます。このため、ニーズに対応した効率的な施設配置や運営が

必要となるとともに、人口減少に応じた施設総量の縮減も必要となってきます。 

また、築 30 年以上経過した施設が延床面積全体の 60％程度を占めており、老朽

化が大きく進行しています。今後は、財政規模の縮小を見据えて、施設の長寿命化

の取り組みや、予防保全型管理によるライフサイクルコスト削減の取り組みが必要

となってきます。  
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（4）  インフラ 

本市が保有するインフラには、既に耐用年数を経過したものがあり、早急に更新

等の検討が必要な状況です。さらに、今後は耐用年数を経過するインフラが増加す

ることが想定されており、継続的に安全かつ安定したインフラの運営を行うため、

計画的な維持補修等を行っていく必要があります。 

また、長寿命化による既存のインフラの有効活用や、予防保全型管理によるライ

フサイクルコストの削減の取り組みも必要となってきます。 

 

図 ３-１：人口、財政、公共施設、インフラの課題 
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 公共施設等のマネジメントの基本的な考え方   第2節

1 計画期間 

前節の課題解決に向けて、長期的な視点に立った取り組みが必要である一方、今後の

社会経済情勢の変化に柔軟に対応する必要性があることから、今後 40 年間を見通した上

で、平成 29（2017）年度から平成 38（2026）年度の 10 年間を本計画の計画期間としま

す。（図 3-2） 

 

図 ３-２：見通し期間及び計画期間 
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2 基本目標 

公共施設等は、本市の利便性や景観を形成するものであり、まちのにぎわい創出に欠

かせないものです。しかし、人口減少や少子高齢化による施設ニーズの変化や施設の老

朽化、厳しい財政状況等により、現状のまま何の対策も取らなければ、十分な公共サー

ビスを提供できなくなるおそれがあります。 

今後、将来にわたり市民の皆さまが安心安全に利用できる公共施設等を継承していく

ためには、既存の施設を最大限に活用するとともに、財政的に持続可能な範囲で、効率

的な維持管理やマネジメントを行うことが求められます。 

このことから、本計画では、次の基本目標を掲げ、課題解決を図っていきます。 

 

 

 

3 基本方針 

基本目標の実現に向けて、財政的に持続可能な水準へと規模の適正化を図り、将来世

代の負担増大を回避していくため、次の基本方針を設定します。 

今後は、基本方針に基づく取り組みを総合的に推進することで、公共施設等の更新費

や維持管理に係るコストの削減・平準化を図っていきます。 

 

基本方針 
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 公共施設等マネジメントの実施方針等   第3節

1 実施方針 

 

（1）  点検・診断の実施方針（現状把握の体制） 

ア 点検・診断の実施 

公共施設については、これまでに実施してきた法定点検等に加え、今後は国が整

備したガイドブック（点検マニュアル等）を参考に、施設管理者による定期的な目

視点検や、劣化状況を把握していく仕組みを構築します。 

インフラについては、日々の点検やパトロール等に加え、国の指針やマニュアル

等に基づく道路ストック点検※17や劣化診断、管路等の実態把握等を実施します。 

イ 情報集約と活用 

劣化状況や、対策が必要な箇所の情報を蓄積し、今後の修繕計画等の策定に活用

します。 

（2）  安全・耐震性確保の実施方針（安心安全の確保） 

ア 未利用施設の除却 

老朽化等により利用見込みのない施設や、施設ニーズの変化に伴い当初の設置目

的がなくなった施設については、除却（解体等）を検討し、安全確保に努めます。

なお、施設の除却等にあたっては、可能な限り国の財政措置（除却債等）を活用し

ます。 

イ 耐震改修の実施 

これまでも公共施設等の耐震化の取り組みを推進してきましたが、今後も耐震化

の取り組みを続けます。なお、コスト削減効果が見込まれる場合には、耐震改修と

あわせて長寿命化に向けた大規模改修を実施します。 

インフラについては、点検・診断等に基づき優先順位を定め、橋梁、管路、設備

等の耐震化を推進します。なお、耐震改修とあわせて長寿命化に向けた工法や素材

等の採用に努めます。 

（3）  長寿命化の実施方針（公共施設、インフラの長寿命化） 

ア 予防保全型管理への移行 

これまでの不具合が顕在化してから対応する手法（対症療法型）から、点検診断

等により劣化箇所の有無や兆候を早期に把握し対応する手法（予防保全型）への移

行を図ることで、建物や設備等の性能・機能の維持を図ります。（図 3-3） 

イ 長寿命化計画の策定・実施 

予防保全型管理へ移行することにより、施設の長寿命化を図り、安全性の確保と

財政負担の軽減に努めます。（図 3-4） 

                                                
※17   本市では、平成 25 年度から道路の舗装面及び道路照明灯等の道路附属物の点検を実施しています。 
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個別施設計画（長寿命化計画等）策定済の公共施設等については、計画に基づき

適切に事業を実施するとともに、計画が未策定の公共施設等については、国から要

請された期間内において個別施設計画の策定を行います。 

 

図 ３-３：予防保全型管理と対症療法型管理の施設性能の比較図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３-４：予防保全型管理・対症療法型管理の累積費用の比較図 
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（1）  施設整備の実施方針（効果的な施設整備） 

ア 既存施設を活用した施設整備 

施設を整備する際には、既存施設の有効活用を優先的に検討し、困難な場合は市

全体の保有量の増加に留意し効率的かつ効果的な手法で整備します。 

イ 施設ニーズの変化への対応 

人口減少や人口構造の変化に伴う施設ニーズの変化を踏まえ、住民のニーズに対

応した施設整備を図ります。 

（2）  量と規模の適正化の実施方針（施設の適正配置） 

ア 公共施設の総量適正化 

施設ニーズの変化等により不要となった施設の複合化や、集約化、用途の転用等

の実施により、総量の適正化に努めます。（図 3-5） 

イ インフラの規模適正化の検討 

将来の需要を想定し、インフラの類型ごとに適正な規模を検討します。 

 

図 ３-５：公共施設の複合化・集約化・転用の考え方※18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                
※18   複合化、集約化、転用の考え方については、総務省の通達に基づく「施設等の適正配置に関する状況調査等の実

施について」（平成 26 年 9月 徳島県地方創生局市町村課）における「公共施設等の適正配置に関する状況調査記

入要領の考え方」に基づき記載しています。 
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（1）  コスト最適化の実施方針（歳出抑制策） 

ア 更新費の削減 

公共施設の総量縮減やインフラの規模適正化によって更新費の削減を目指します。 

イ 更新費の平準化 

長寿命化を実施することにより、更新費の削減を図るとともに、更新時期を調整

し、更新費の平準化を図ります。 

ウ 維持管理経費の削減 

公共施設等の運営については、指定管理者制度の導入や業務の外部委託等により、

サービス維持と歳出削減が可能な手法を検討します。また、市域を越えた広域的な

利用が見込まれる公共施設等については、周辺自治体との連携による共同利用や事

務の共同化等による財政負担の軽減の可能性について検討します。 

（2）  財源確保の実施方針（歳入増加策） 

ア 多様な主体との連携による更新財源の確保 

公共施設の建て替えや大規模改修、インフラの布設替え等にあたっては、国の補

助制度等の活用に努めるとともに、PPP/PFI 等による民間資金を活用した更新財源

の確保を検討します。 

イ 保有資産の収益化 

施設の複合化等によって生じる未利用財産については、売却や貸付等により積極

的に歳入確保に努めます。 
 

2 計画のフォローアップについて 

（1）  情報共有方策の検討 

公共施設等のマネジメントを効果的・効率的に推進するためには、公共施設等の

情報を一元的に管理、蓄積し、それらに基づき維持管理や更新等を行っていくこと

が重要です。 

現在は、各施設やインフラの管理部門において個別に情報管理を行っていますが、

今後は、統一的な基準に基づく地方公会計制度への移行※19に伴い整備する固定資産

台帳を活用し、公共施設等の全庁的な情報共有の仕組みを検討します。 

（2）  全庁的な取組体制の構築及び本計画の進捗管理 

徳島市公有財産活用推進会議において、全庁的に共通認識を図り、本計画の推進

に取り組みます。また、PDCA サイクルによる見直しを実施し、進捗状況や取組効果

の把握に努めます。 

なお、計画期間内においても、社会情勢等の本市を取り巻く環境等に変更が生じ

た場合には、必要に応じて本計画を見直します。 

                                                
※19   統一的な基準による地方公会計の整備促進について（平成 27 年 1月 23 日 総務省通知）では、全国の自治体に

対して、平成 29 年度までに新しい会計基準に移行することを要請しており、本市においても本計画の策定と平行

して取り組みを進めています。 
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 計画目標   第4節

１ 目標設定の方針 

本市では、総人口の減少による施設ニーズの変化や、老朽化に伴う公共施設の修繕や

更新に多額の費用が必要であることから、課題解決に向けて 3 つの基本方針を柱とした

実施方針に基づく取り組みを推進していくことが重要です。 

そこで、計画期間である今後 10 年間における「計画目標」と、本計画の見通し期間で

ある今後 40 年間の具体的な「将来目標」を設定することにより、公共施設の更新費や維

持管理経費の削減等に取り組むとともに、施設保有量の最適化や施設の適正管理等を実

現し、さらなる市民サービスの維持向上を目指します。 

本計画における「計画目標」及び「将来目標」は、現時点の想定によって設定したも

のであり、人口ビジョンに基づく総人口の減少抑制や出生率の向上、総務省の地方財政

計画等、今後の社会経済情勢の変化にあわせて、必要に応じて見直していくものとしま

す。 

また、「計画目標」及び「将来目標」については、設定した目標を基本に取り組みます

が、個々の施設を取り巻く状況等により最適な方法を検討していきます。 

なお、道路や橋梁等のインフラについては、市民生活の利便性や安心安全に深く関わ

る資産であり、また、公共施設のような複合化や集約化等も難しいことから、目標設定

の対象外とし、さらなる維持管理の効率化に取り組みます。 

 

2 基本方針ごとの目標について 

（1）  基本方針①「保有資産の長寿命化・機能維持（品質確保）」の目標 

 
2021 

 

基本方針①「保有資産の長寿命化・機能維持（品質確保）」に基づき、計画期間に

おいては、大規模改修や建て替え時期を迎える公共施設の長寿命化に取り組みます。 

見通し期間である今後 40 年間においては、公共施設の標準的な耐用年数の 1.5 倍

程度まで施設の寿命を延長することを目指します。 

公共施設の長寿命化によって、更新時期の調整による財政負担の軽減や平準化の

効果が期待されます。（図 3-6）  

                                                
※20   標準的な耐用年数は、税法上の減価償却資産の考え方に基づき、木造（Ｗ造）24 年、鉄骨造（Ｓ造）38 年、コ

ンクリートブロック造（ＣＢ造）41 年、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）50 年程度等と考えます。 
※21   個々の施設毎に状況が異なるため、長寿命化は標準的な耐用年数の 1.5 倍程度を基本に、個別に判断する場合も

あります。 

将来目標：長寿命化により標準的な耐用年数※20の1.5倍程度※21まで施設を活用する。
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図 ３-６：長寿命化を実施した場合の更新費削減・平準化のイメージ 
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（2）  基本方針②「保有資産の縮減・規模の適正化（需給管理）」の目標 

 

 

 

基本方針②「保有資産の縮減・規模の適正化（需給管理）」に基づき、計画期間に

おいては、公共施設の複合化や集約化の実施により延床面積の縮減を目指すととも

に、必要な機能を拠点施設に集めることで機能確保を図ります。 

見通し期間である今後 40 年間においては、需要に対する規模（供給量）の適正化

に取り組み、人口規模に応じた公共施設の最適化を目指します。 

公共施設の総量縮減によって、必要な機能を維持しつつ更新費の削減を達成する

効果が期待されます。 

 

（3）  基本方針③「運営の最適化・効率化（コスト削減）」の目標 

 

 

 

基本方針③「運営の最適化・効率化（コスト削減）」に基づき、計画期間において

は、総量縮減や運営の見直しによる維持管理経費の削減※22等に取り組みます。 

見通し期間である今後 40 年間においては、将来目標として総量縮減によって延床

面積を縮減した施設の「施設（建物）にかかる経費」の見直しを図ることで、維持

管理経費を 10％程度削減することを目指します。 

また、今後は民間資金等を活用した施設整備費の削減や、指定管理者制度等によ

り民間の知恵やノウハウを活用することで、維持管理経費の削減を図ります。さら

に、民間広告事業による収益化や、未利用財産の売却、貸付による収益化を今まで

以上に積極的に行っていきます。 

  

                                                
※22   公共施設の維持管理経費は、光熱水費や修繕料、工事請負費、使用料等、施設を保有するために必要な「施設（建

物）にかかる経費」と、人件費や運営委託等の「事業運営（サービス）にかかる経費」に分けることができ、総量

縮減（延床面積の縮減）を実施することにより、「施設（建物）にかかる経費」の削減を図ることが可能です。 
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第４章  施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

本章では、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針をもとに、施設類型ごと

の現状や課題、これまでの取り組みを踏まえた上で、特性に応じた施設類型ごとの管理に関す

る基本的な方針を設定します。 

 

 公共施設   第1節

1 公共施設（学校教育系施設、子育て支援施設、公営住宅、供給処理施設を除く。） 

（1）  現状及び課題 

公共施設の 54.0％が大規模改修の目安となる築 30 年以上を経過し、徳島市中央

卸売市場や徳島市立食肉センター等をはじめとした多くの施設で老朽化が進行して

います。このため、施設の維持管理や更新等に係るコストの増大が課題となってい

ます。比較的新しい施設についても、今後、経年劣化により老朽化が進行していく

ため、計画的に修繕や更新等を実施していくことが重要となります。 

 

（2）  これまでの取り組み 

すべてのスポーツ施設で平成 27（2015）年度までに耐震化が完了する等、既に多

くの施設が耐震基準を満たしています。耐震化に加えて、老朽化や安全確保等の対

策として、必要に応じて施設の長寿命化や、防水工事等を実施してきました。 

また、コミュニティセンターやスポーツ施設、観光施設、福祉施設等の多くの施

設では、指定管理者制度を導入するなど、維持管理経費の節減に努めるとともに、

整備計画や修繕計画、長寿命化計画、業務運営計画等を個別に策定している施設で

は、それぞれの計画に基づき管理運営を実施してきました。 

なお、駅前観光案内施設等、観光振興を目的とした施設の整備について現在、検

討を進めているところです。 
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（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

施設管理者による日常点検や定期点検、専門家による法定点検等を

実施し、劣化状況や危険度を把握します。 

また、点検・診断結果等の履歴を蓄積することで、老朽化対策等に

活用します。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

老朽化が著しい施設は、施設の運営に影響が生じる前に修繕や更新

等を実施します。なお、施設の重要度や劣化状況、危険度等から優先

度を設定し、優先度の高い施設から計画的に修繕や更新等を実施しま

す。 

また、災害時の拠点となる施設や避難所に指定されている施設につ

いては、優先的に修繕や更新等を実施し、施設の性能・機能低下の抑

制に努めます。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

耐震基準を満たしていない施設は、危険性の高い施設から順次耐震

補強工事を実施し、安全性・耐震性の確保に努めます。 

④長寿命化の実

施方針 

建物の構造や躯体、屋根、外壁等の部位ごとに異なる耐用年数を考

慮し、予防保全型管理による最適な維持管理を実施することで、施設

の長寿命化を図るとともに、財政負担の軽減や平準化に取り組みま

す。 

⑤量の適正化の

実施方針 

人口減少や少子高齢化に伴う施設ニーズの変化、老朽化に伴う修繕

や更新費用等を総合的に判断し、複合化や集約化、廃止等を含めた適

正化を検討します。 

 

（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市公園施設長寿命化計画 平成 25 年度 

とくしま動物園管理運営計画 平成 26 年度 
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2 学校教育系施設 

（1）  現状及び課題 

小学校、中学校の 60.5％が大規模改修の目安となる築 30 年以上を経過し、老朽

化に伴う施設の損傷が著しくなっています。 

市立高等学校は、PFI 事業が終了する平成 36 年度以降においても、施設管理水準

を維持するための取り組みが必要となります。 

 

（2）  これまでの取り組み 

地域の実情や、児童・生徒数等を踏まえ、統合や廃止を順次実施してきました。 

また、学校施設の耐震性や老朽化等を考慮し、建物の必要性についても検討した

上で、修繕や増改築にも取り組んできました。 

これらに加え、市立高等学校では PFI 事業により年間業務計画に基づき週 1 回の

巡回点検や、建物や設備の定期的な保守、外構や植栽の管理、清掃、保安等も実施

してきました。 

なお、平成 27（2015）年度中にすべての学校教育系施設の耐震化が完了しました。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

施設管理者による日常点検や定期点検、専門家による法定点検等を

実施し、劣化状況や危険度を把握します。 

また、点検・診断結果等の履歴を蓄積することで、老朽化対策等に

活用します。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

予防保全型管理による適切な修繕や更新等に努めます。 

また、学校施設は地域の防災面において重要な役割を担っているた

め、庁内の関連部局と連携し、防災機能の強化を図る等、災害時等に

おいて十分な機能を果たせる施設として適切に維持管理を行います。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

児童・生徒の安心安全で最適な教育環境を目指し、継続して安全性

の確保に取り組みます。 

④長寿命化の実

施方針 

予防保全型管理による最適な維持管理を実施することで、施設の長

寿命化を図るとともに、財政負担の軽減や平準化に取り組みます。 

⑤量の適正化の

実施方針 

空き教室等の状況や大規模改修の時期等を踏まえ、また、地域拠点

としての役割を考慮し、児童・生徒数の推移や地域の実情等に応じて、

統合や廃止等を含めた適正化について検討します。 
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（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市立高等学校長期施設修繕計画 平成 21 年度 

徳島市教育振興基本計画（第 2期） 平成 26 年度 
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3 子育て支援施設 

（1）  現状及び課題 

子育て支援施設の 61.2％が大規模改修の目安となる築 30 年以上を経過し、老朽

化に伴う修繕や更新費用の増大が課題となっています。 

 

（2）  これまでの取り組み 

保育所は、「徳島市立保育所の今後のあり方について」に基づき、「保育所再編計

画」を策定し、計画的に整備を進めています。 

幼稚園は、平成 26（2014）年度に「徳島市立幼稚園再編計画」を策定し、それに

基づき再編等を行っています。 

学童保育施設は、老朽化に伴い安全性の確保が懸念される施設の修繕や更新等の

実施、また、民間施設を使用しているクラブの専用施設の確保を実施する等、計画

的に整備を進めてきました。 

児童館は、地域の施設ニーズに対応した新施設の整備や、各施設の状況に応じた

修繕を実施してきました。 

なお、平成 27（2015）年度中にすべての子育て支援施設で耐震化が完了しました。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

施設管理者による日常点検や定期点検、専門家による法定点検等を

実施し、劣化状況や危険度を把握します。 

また、点検・診断結果等の履歴を蓄積することで、老朽化対策等に

活用します。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

施設の劣化状況や危険度等から優先度を設定し、優先度の高い施設

から計画的に修繕や更新等を実施します。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

児童の安心安全で最適な保育環境を目指し、継続して安全性の確保

に取り組みます。 

④長寿命化の実

施方針 

予防保全型管理による最適な維持管理を実施することで、施設の長

寿命化を図るとともに、財政負担の軽減や平準化に取り組みます。 

⑤量の適正化の

実施方針 

保育所は、「徳島市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、平成

29 年度末での待機児童解消を目指すとともに、「徳島市立保育所第 2

期再編計画」による施設の再編に取り組みます。 

幼稚園は、「徳島市立幼稚園再編計画」に基づき、平成 31 年度まで

を前期計画とし、幼保の一体的な運営を含めた幼稚園の再編統合に取

り組みます。 
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（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市子ども・子育て支援事業計画 平成 26 年度 

徳島市立保育所第 2期再編計画 平成 26 年度 

徳島市立幼稚園再編計画 平成 26 年度 
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4 公営住宅 

（1）  現状及び課題 

市営住宅の 76.6％が大規模改修の目安となる築 30 年以上を経過し、特に木造・

ブロック造住宅の老朽化が著しく、住宅設備の劣化も進行しています。 

また、入居者の高齢化が進行しているため、バリアフリー化された住宅の増加に

取り組む必要があるとともに、高齢世帯や母子世帯等が優先して入居できる特定目

的住宅の募集戸数の増加が求められています。 

 

（2）  これまでの取り組み 

「徳島市住生活基本計画」を改訂し、施設ニーズや課題の整理等を図りました。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

施設管理者による日常点検や定期点検、専門家による法定点検等を

実施し、劣化状況や危険度を把握します。 

また、点検・診断結果等の履歴を蓄積することで、老朽化対策等に

活用します。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

施設の緊急度や劣化状況、危険度等から優先度を設定し、優先度の

高い施設から計画的に修繕や更新等を実施します。 

 

③安全・耐震確

保の実施方針 

「徳島市公営住宅長寿命化計画」に基づき、耐震基準を満たしてい

ない市営住宅の更新や廃止を進め、平成 33 年度に耐震化率 95％を目

指します。 

④長寿命化の実

施方針 

「徳島市公営住宅長寿命化計画」に基づき、長寿命化を図り、施設

の性能・機能を維持し、安全性の確保と財政負担の軽減や平準化に取

り組みます。 

⑤量の適正化の

実施方針 

施設の老朽化や耐震化の状況に加えて、入居率や施設の配置状況、

民間の住宅供給量等の現状や人口の変動、施設ニーズ等の将来予測を

総合的に判断し、集約化や廃止等を含めた適正化を行います。 

 

（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市公営住宅長寿命化計画 平成 21 年度 

徳島市住生活基本計画 平成 24 年度 
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5 供給処理施設 

（1）  現状及び課題 

東部環境事業所のごみ焼却施設は築 35 年が経過しており、施設の老朽化が顕著で

あるため、早急に新施設の整備を検討する必要があります。また、耐震基準を満た

していない施設で、構造上、耐震補強工事の実施が困難な施設があり、安全性の確

保が課題となっています。 

西部環境事業所のごみ焼却施設は、施設の老朽化に伴い、ごみ焼却量の低下や維

持管理費の増大が懸念されています。 

し尿処理施設は、耐用年数が 20～40 年程度とされており、本市の施設は既に稼働

開始後 32 年から 38 年が経過しているため、現施設を延命化するとともに、早急に

新施設の整備を検討する必要があります。 

西須賀最終処分場汚水処理施設は、経年劣化等により汚水処理槽等の大規模な修

繕が今後必要となります。 

また、供給処理施設の多くは、高温・多湿、腐食性ガスの発生等の過酷な稼働環

境や、連続稼働による消耗等により、性能低下が早く、他の類型の施設と比べ耐用

年数が短くなっています。 

 

（2）  これまでの取り組み 

東部環境事業所のごみ焼却施設は、平成 5（1993）年度に煙突の改修工事を、平

成 15（2003）年度には炭素繊維シートによる煙突の補強工事を、平成 12（2000）年

度から平成 13（2001）年度にはダイオキシン対策工事を実施しました。 

また、平成 24（2012）年度及び平成 25（2013）年度に、東部環境事業所ごみ焼却

施設及びし尿処理施設で耐震診断を実施しました。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

各種法令等に基づき、定期点検や精密機能検査を実施します。 

また、毎年度定期的に各設備の状況や、炉内耐火物の損傷具合を確

認し、次年度の補修項目の検討に役立てます。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

施設が安定稼働できるよう整備計画を策定し、計画に基づき維持管

理を行うことにより性能低下の抑制に努めます。 
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項目 基本的な方針 

③安全・耐震確

保の実施方針 

耐震診断で耐震基準を満たしていなかった施設については、可能な

限り耐震補強工事を実施し、施設の安定稼働を図ります。なお、東部

環境事業所については、適切な避難路の整備により安全性の確保に努

めます。 

また、耐震基準を満たしている施設は、点検による施設の状態把握

や老朽化対策を実施し、安全性・耐震性を確保します。 

④長寿命化の実

施方針 

東部・西部環境事業所については、新施設が整備されるまでの間、

予防保全型管理を行うことで施設の性能・機能の維持に努めます。 

⑤量の適正化の

実施方針 

市民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上のための重要な施設で

あることから、将来の需要や劣化状況を見据えて、必要な規模及び機

能を有する施設の整備に努めます。 

 

（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市一般廃棄物処理基本計画 平成 19 年度 
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 インフラ   第2節

1 道路・橋梁 

（1）  現状及び課題 

今後、施設の老朽化が急速に進行することが予想され、近い将来には修繕や更新

費用の増大が見込まれます。 

 

（2）  これまでの取り組み 

橋梁は、平成 26（2014）年度から近接目視による橋梁定期点検を、その他の道路

施設は、平成 25（2013）年度から路面性状調査※23や道路附属物点検※24を実施してき

ました。 

また、除草、植栽管理、路面清掃、パトロール等の日常的な維持管理も実施して

います。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

橋梁は 5年に 1回の頻度で、近接目視による定期点検を実施し、健

全性の診断結果を 4つの区分に分類します。 

その他の道路施設は、日常的なパトロールによる点検を実施しま

す。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

橋梁は、「徳島市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、対症療法型管

理から予防保全型管理へ移行し、修繕や更新等を実施します。 

その他の道路施設は、重要度や安全性を考慮し、修繕や更新等を実

施します。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

橋梁は、「徳島市橋梁耐震化計画」や「徳島市橋梁長寿命化修繕計

画」に基づき、修繕や更新等を実施し、施設の安全性・耐震性を確保

します。 

その他の道路施設は、パトロールや点検により損傷状況を把握し、

路線の重要度や、安全面等を考慮した上で優先順位を付け、修繕や更

新等の実施により安全確保に努めます。 

④長寿命化の実

施方針 

橋梁は、「徳島市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、重要度・損傷

度により対策箇所の優先度を整理し、その他の道路施設は、損傷の程

度により優先度を決定し、計画的に修繕や更新等を行うことで、長寿

命化を図るとともに、財政負担の軽減や平準化に取り組みます。 

  

                                                
※23   「道路ストック点検」のひとつで、道路舗装面の「ひび割れ」「わだち掘れ」等の程度を数値化する調査のこと

です。 
※24   「道路ストック点検」のひとつで、道路照明灯及び大型標識の健全度の点検のことです。 
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（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市橋梁長寿命化修繕計画 平成 25 年度 

徳島市橋梁耐震化計画 平成 27 年度 
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2 上水道 

（1）  現状及び課題 

高度成長期に集中的に整備された水道施設は、既に法定耐用年数を経過し、更新

の時期を迎えているため、今後、更新費用の増大が見込まれています。 

施設更新は、これまでの拡張事業に比べ、収益の増加につながらないため、財源

確保が課題となります。 

また、管路の材料については、耐久性の実証等に時間を要することや、過去の事

故原因に照らした適切な材料選定が課題となります。 

 

（2）  これまでの取り組み 

平成 17（2005）年度には施設老朽度調査を、平成 18（2006）年度には取水・浄水・

送配水施設の耐震一次（簡易）診断を、平成 19（2007）年度には取水・浄水・送配

水重要拠点施設の耐震二次（詳細）診断を実施しました。 

管路については、日常的な維持管理や点検パトロールを行い、平成 27（2015）年

度には管路事故の原因究明に必要な事故履歴のデータベース化のためシステム開発

に着手し、部分的な運用を開始しています。 

なお、配水管布設工事については、平成 12（2000）年度から、新設・更新を問わ

ずすべての工事において耐震継手管※25を採用し、安全性・耐震性の確保に努めてい

ます。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

管路については、点検・整備・関連工事立会や修理等の日常保全業

務と、毎年の漏水調査を実施します。漏水事故が多発する路線は、掘

削を行い管材外面の状態を直接調査します。 

管路以外の施設は、定期点検や法定点検を引き続き適切に行うとと

もに、点検結果をデータベース化し、修繕や更新等の優先順位の検討

に役立てます。 

 

  

                                                
※25   地震等により地層のずれが発生した際に、管と管を結ぶ継手部分が伸縮、可とう（屈曲）することで折損や漏水

を防ぐ離脱防止構造を備えた水道管のことです。 
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項目 基本的な方針 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

管路布設においては、管路情報（管種・埋設年度等）システムを活

用し、管路更新計画を策定します。 

水管橋※26等の露出した管路は、外面の塗装劣化、腐食度及び重要

度により優先順位を付けて維持管理を行います。埋設管の更新に関し

ては、漏水事故が多発している路線は、必要に応じて優先順位の繰り

上げを行います。 

また、発生した事故等の原因や修理内容をデータベース化し、以降

の更新計画に反映します。 

管路以外の施設は、将来の水需要を考慮した水運用の効率化を検討

し、拠点施設の重要度に合わせた修繕や更新等を実施します。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

「徳島市水道施設耐震化計画」をもとに、第１次整備項目である「耐

震管ループ※27の構築」等、緊急性が高い施設の安全性・耐震性の確

保を継続します。以降、水運用における重要度を考慮しながら第 2

次整備項目の「基幹施設の構造物の耐震補強」等を実施します。 

④長寿命化の実

施方針 

管路については、本市が堆積層上に位置することから、更正工事等

は行わず、自己防食機能※28を備えた外面耐食塗装を施した耐震性能

を有する管への布設替えを行うことで長寿命化を図ります。 

管路以外の施設については、耐震診断結果をもとに、費用対効果分

析等を加味して、既存施設の長寿命化又は更新等の判断を行います。

また、維持管理においては、予防保全型管理に移行し、施設の性能・

機能を維持し、安全性の確保と財政負担の軽減や平準化に取り組みま

す。 

 

（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市水道施設耐震化計画 平成 21 年度 

徳島市水道ビジョン 平成 21 年度 

徳島市水道事業中期行動計画 平成 26 年度 

  

                                                
※26   河川・鉄道等を横断して対岸へ水を供給する、橋の形状をした水道管のことです。 
※27   大地震時にも水の供給を続けられるよう、耐震性の高い配水管をループ状に整備したものです。 
※28   金属に生じた小さな傷や化学反応による欠損に対し、補修せずとも保護皮膜が自然に形成され、自己修復する機

能のことです。 
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3 下水道 

（1）  現状及び課題 

下水道事業開始後 70 年近くが経過し、老朽化が著しい施設が多数存在しています。 

また、ゲリラ豪雨等の気象変動に対する対策が必要となっています。 

 

（2）  これまでの取り組み 

平成 25（2013）年度に「徳島市公共下水道長寿命化計画」を策定しました。 

 

（3）  基本的な方針 

項目 基本的な方針 

①点検・診断等

の実施方針 

「徳島市公共下水道長寿命化計画」に基づき、引き続き点検・診断

等を実施します。 

汚濁が著しい商業地の施設は、定期的に点検、清掃を行います。 

②維持管理・修

繕・更新等の

実施方針 

点検・診断等により緊急度が高い不具合については、速やかに修繕

を実施するとともに、劣化状況や重要度により優先順位を付けて、年

次的な修繕や更新等を実施します。 

③安全・耐震確

保の実施方針 

「徳島市公共下水道長寿命化計画」に基づき、劣化状況や重要度を

考慮し、年次的な修繕や更新等を実施します。 

④長寿命化の実

施方針 

「徳島市公共下水道長寿命化計画」に基づき予防保全型管理による

長寿命化を図り、施設の性能・機能を維持し、安全性の確保と財政負

担の軽減・平準化に努めます。 

 

（4）  個別施設計画・関連計画の策定状況 

計画名 策定年度 

徳島市公共下水道長寿命化計画 平成 25 年度 

 

  



 

 

 


